
（別紙様式４－１）                                     （県立高等学校・中学校用） 
 

湧心館高等学校（通信制） 平成３０年度学校評価表 
 

１ 学校教育目標 
１ 本県の「教育指導の重点」及び「取組の方向」を基本に据え、校訓「自主」「責任」「創造」

に則った教育実践を行う。 
２ 全日制・定時制・通信制各課程の単位制の特徴を生かした多様な学びの中で、生徒の特性を踏

まえてその資質や能力を最大限に伸ばす。 

 
 

２ 本年度の重点目標 

１ 確かな学力を育成し、自己実現を図る態度を育む 

（１）主体的・対話的で深い学びの中で、思考力、判断力、表現力を育む。 

 （２）基礎・基本を定着させ、併せて個に応じた教科学習指導を行う。 

（３）望ましい勤労観・職業観を育成し、併せて個に応じた進路指導を行う。 

２ 道徳性と豊かな情操を育む 

（１）自分の大切さとともに他の人の大切さを認める態度を育む。 

 （２）規範意識を身に付け善悪を判断し自ら律する力を育む。 

 （３）我が国の伝統と文化を尊重する態度とグローバルな視点を育む。 

３ 心身の健康を自己管理する態度を養う 

（１）正しい食習慣と生活習慣を身に付けさせる。 

 （２）運動に親しむ態度を育み体力を向上させる。 

 （３）危険を予測回避する力を向上させる。 

 
 

３ 自己評価総括表 

評価項目 
評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 

大項目 小項目 

 

学校 

経営 

 

広報･募集

活動の推

進 

 

 

後期入学を含む

本校通信制教育

のシステム・特

色等を周知徹底

し、入学生徒数

増を図る 

前・後期（新入

学･転編入学等

）入学者数の現

状維持を目指

す 

・体験入学実施 

・中･高校へポ

スター配付 

・メール配信、

ＨＰ活用 

・中学校、高校

への学校訪問

・説明会実施等 

・「図南」を広

報誌と位置づ

け、適宜配付 

Ｂ 

入学生徒総数は232

人（昨年度227人）

であった。県内の中

学校及び高等学校

宛てに体験入学及

び学校説明会案内

をメール送信した。

体験入学は前期94

人・後期82人（引率

保護者含む）と好評

であった。学校説明

会も全職員であた

ることができた。 

生徒の自

学自習力

及び自主

性を向上

させる 

 

 

生徒の自学自習

力及び自主性を

向上させる 

 

１年次生の進

級率を５５％

以上とする 

・担任面談、生

徒相談徹底、学

習支援充実 

・学年集会の実

施・進路指導の

充実 

・学校情報発信

の工夫･改善及

び周知徹底 

Ｂ 

スクーリング時の

ＳＨＲ・ＬＨＲにお

ける指導とともに、

家庭への連絡、クラ

スや学年による連

絡等の配布及び周

知を丁寧に行った。

学年集会の実施に

は至らなかった。進

級率は１年次生お

２、３年次生の

進級率を８５

％以上とする 

全体の進級率

を７５％以上

とする 



よび全体で目標を

大幅に上回った。 

協力校の

教育活動

の充実 

 

協力校生徒に対

する生徒相談･

進路指導･学習

支援等の充実を

図る 

希望する生徒

全員の進路実

現を目指す 

・地域のハロー

ワーク、ジョブ

カフェなどの

活用 

・進路相談充実 

・生徒相談充実 

Ｂ 

就職に向けて新し

い取組ができた。今

後は、すべての協力

校で実施できるよ

うに取り組みたい。 

全学年次の進

級率を７０％

以上とする 

 

学力 

向上 

 

生徒の自

己管理・自

己責任に

よる「自学

･自習」の

徹底（自主

･責任） 

 

レポートの提出

率を上げ、進級

・卒業率向上に

つなげる 

レポートの提

出率を全教科

で前年度比５

％増を目指す 

・学習会、ＨＰ

等によるレポ

ート作成支援 

・担任･教科担

任等による生

徒への自己管

理指導の徹底 

Ｃ 

現在のところ、昨年

度の提出率75.9％

に対し、2月4日現在

で72.2％、最終的に

は昨年度と同じ見

込みである。昨年度

同様、平日登校でき

ない生徒への対応

が課題である。 

学習会の

活用推進 

 

学習会の活用に

より、進級率向

上や進路実現に

つなげる 

資格取得率、進

学･就職率の前

年度比５％増

を目指す 

・内容及び指導

の充実･生徒へ

の周知徹底 

 

Ｂ 

 

 

レポート提出に向

けた自学自習や質

問に来る生徒が増

加傾向にあり、一定

の効果はあると考

えている。 

生徒の情

報活用能

力の育成

推進 

 

教職員のＩＣＴ

活用指導能力等

の向上を図る 

教員のＩＣＴ

活用指導力チ

ェックリスト

において「やや

できる」「わり

にできる」職員

１００％を目

指す 

・職員研修の充

実及び授業実

践の共有 

 
Ｃ 

教員のＩＣＴ活用

指導力チェックリ

ストにおいて「やや

できる」「わりにで

きる」職員は70.2％

であった。職員研修

は３課程合同で１

回実施した。 

キャリ

ア教育 

(進路 

指導) 

進路意識･

職業意識

の向上 

 

入学時から計画

的･組織的進路

指導を実施、生

徒の意識向上を

図る 

新規の進路決

定を必要とす

る生徒全員を

対象とする進

路指導の充実 

・就職ゼミにお

いて就職キャ

リアアドバイ

ザーを活用し

個人指導を充

実させる 

Ｂ 

進路別説明会や合

格体験発表会、キャ

リアアドバイザー

と連携して進路選

択の手がかりとな

る取組ができた。 

体験学習

の充実 

 

体験学習を通し

て、生徒の卒業

後の社会的自立

支援を行う 

進路決定を次

年度に控えた

生徒全員を対

象とした体験

学習の実施 

・ハローワーク

の活用 

・生徒の希望に

沿った専門学

校等の職業体

験学習を実施 

Ｂ 

積極的にハローワ

ークを利用し、就職

内定に至った。職業

体験は看護体験の

みに留まったもの

の、希望に沿って実

施することができ

た。 

進路決定

率の向上 

 

 

進路相談、進路

学習指導の充実

を図り、生徒の

進路実現を支援

する 

新規の就職･進

学率の前年度

比５％増を目

指す 

・学習会（個別

指導・模試・検

定等）による進

路学習支援の

充実 

Ｃ 

個別指導から合格

・内定に繋がったが

参加者は少なかっ

た。模試についても

参加を増やしたい。 



 

生徒 

指導 

 

コミュニ

ケーショ

ン能力の

向上 

 

学校行事など特

別活動への出席

率向上 

 

行事等への参

加率を前年度

比５％増とす

る 

 

・学校行事、特

別活動の内容･

方法等の改善 

・生徒への周知

徹底 

Ｂ 

年度初めに、全校集

会に関するマニュ

アルを作成し、各行

事で実施すること

ができた。 

生徒の主

体性の向

上（自主・

創造） 

 

 

生徒会活動な

ど、生徒が主体

的に参加できる

行事の充実 

 

・学校行事での

マナーの徹底 

学校行事の参

加率の前年度

比５％増を目

指す 

 

・生徒会執行部

の生徒の育成 

・生徒が参加で

きる行事内容

への工夫改善 

・「図南」を生

徒の活躍が見

える紙面にす

る 

Ｂ 

生徒会活動に対す

る意欲向上に向け

た取組ができ、生徒

会の人数も増えた。 

 

人権教

育の推

進 

生徒相談

・生徒理解

の充実 

 

学級の枠を超え

て相談できる体

制を整備する 

全校生徒を対

象に、半期２回

以上の個人面

談を実施し、Ｓ

Ｃ・ＳＳＷ活用

を推進する 

・生徒･保護者

全員への相談

窓口の周知 

・生徒全員の定

期的な担任面

談実施 

Ｂ 

生徒理解研修を通

して職員間の情報

交換を行うことが

でき、生徒の対応に

役立った。SSWやSC

を活用することが

できた。 

全生徒を

対象とし

た人権教

育の推進 

 

お互いの考えを

伝え、理解する

コミュニケーシ

ョン能力の育成 

校内の生活体

験発表会や県

の定通文化大

会への前年度

以上の参加率

の達成 

・総合学習やＬ

ＨＲの活用 

 
Ｃ 

総合学習等を活用

して人権教育講演

会が実施できたが、 

LHRでの活用が時間

的に難しい部分が

あった。 

命を大切

にする心

を育む指

導 

 

全ての教育活動

における働きか

けを通した、生

徒・職員の自他

尊重の感覚の育

成 

人権尊重を基

盤にした授業、

特別活動等の

実施 

職員自身の人

権感覚と実践

力の向上 

・啓発資料の発

行と活用 

・校内外での研

修への参加 

・テーマに沿っ

た生徒向け講

演の実施 

Ｃ 

啓発資料の発行に

は至らなかった。 

各教科における人

権教育への取組に

ついて情報交換で

きた。全職員が校外

研修に参加して人

権感覚を磨くこと

ができた。 

いじめ

の防止

等 

いじめ等

の問題行

動の未然

防止 

生徒指導･学年

部を中心に組織

的対応の徹底 

年２回の全体

調査及び個人

面談実施 

・定期的な担任

面談、巡回指導

、登校指導等の

徹底 

Ｂ 

計画通り実施でき、

生徒の悩みを聴く

ことができた。 

生徒･保護者･職

員間の共通理解

を深める 

 

保護者会の出

席率向上や広

報の充実に努

める 

・学校方針の周

知徹底 

・保護者･生徒

への広報内容

や方法の改善 

Ｃ 

キッズサインの導

入で、全体に周知を

行ったが、システム

の活用までには至

っていない。更なる

広報活動に努めた

い。 

特別 

支援 

教育 

インクル

ーシブ教

育に根ざ

した教育

特別支援教育推

進委員会にて研

修や生徒の把握

、理解を行う 

多様な個性･特

性がある生徒

を理解する。協

議の上、対応を

・関係校、関係

機関と十分に

連携 

・個別の教育支

Ａ 

年９回、委員会を行

い、生徒の様子や困

り感について共通

理解を深めること



活動の推

進 

 

 

検討する 援計画・指導計

画の立案 

ができた。学年での

気になる生徒の見

守りも行った。 

特別支援教育支

援員の活用を含

めた学校全体の

支援体制の充実 

支援対象生徒

とその周囲の

生徒がともに

安心できる環

境整備（理解推

進･職員の対応

力向上） 

・職員研修の推

進 

・保護者･生徒

への広報及び

周知 

・対象生徒保護

者との連携 
Ａ 

移動教室の支援や

生徒との面談等、特

別支援教育支援員

と連携ができた。

SSWやSC等とも連携

しながら、保護者対

応も円滑にできた。

個別の支援計画や

指導計画を活用し

た計画的・組織的な

支援の在り方につ

いて検討したい。 

教育 

課程 

 

「確かな

学力」を育

む指導･評

価 

 

 

「確かな学力」

を育む面接指導

、レポート指導

、評価方法等の

研究･改善 

通信制課程に

おけるアクテ

ィブ・ラーニン

グの推進につ

いて研究 

・教科別の研修

会実施 

・レポート改訂

及びレポート

添削事例集の

作成 

・校外研修への

参加 

・他県の情報収

集 

Ａ 

「レポート改善研

修」を基に、次年度

へ向けたレポート

作成に取り組んだ。

レポート添削事例

集を作成した。近隣

小中学校の授業見

学に全員が参加し

た。九通研では地歴

公民科が発表し、他

県の情報収集がで

きた。 

職員 

研修 

 

信頼され

る「通信

制」である

ために 

 

 

通信制業務に係

る教職員の資質

向上 

 

個人の能力向

上と業務の協

働化を図る 

 

・教務支援シス

テム等の基本

業務研修の徹

底 

・個別研修の実

施 

Ｂ 

朝会連絡で頻繁に

基本業務の周知・説

明を行うとともに、

主に周囲の職員同

士で個別にOJTによ

るスキルアップを

図った。 

教職員として必

要な資質の向上 

三課程合同研

修会、外部の研

究授業等への

積極的参加 

・校内研修内容

の充実 

・研究授業の実

施 

・校外研修の参

加推進 
Ｂ 

校外研修等に積極

的に参加し、資料等

の情報をパソコン

上で共有した。また

研修・研究発表の内

容を校内研修・研究

授業として実施し

た。３課程合同で教

育の情報化・人権教

育研修を実施した。 

地域 

連携 

（コミ

ュニテ

ィ・スク

ールな

ど） 

熊本地震

の教訓を

踏まえた、

防災意識

の高揚と

地域との

連携の強

防災意識の高揚

及び地域と一体

となった災害時

の連携体制の推

進 

地域と連携を

強化した避難

所運営の充実 

 

生徒・職員の防

災対応能力の

向上 

学校運営協議

会の開催 

・学校安心メー

ル登録 

・安全点検、避

難訓練、職員研

修の実施 

Ｂ 

運営協議会により

地域との連携をさ

らに深めた。 

学校安心メール登

録者及び直接連絡

者を把握し連絡体

制を確立した。 



化  

生徒・保護者に

対する防災へ

の関心・理解の

向上 

・各教科の学習

内容に関連し

た防災教育 

・防災関連情報

チラシの年間

定期発行 

通行禁止箇所を設

定する等、現実に近

い形での防災避難

訓練を実施した。 

年間を通じ防災通

信を定期発行した。 

     
 

４ 学校関係者評価 

（１）全体的に、細やかで行き渡った指導がなされている。 
（２）学力向上や心身の成長に対する、本課程における評価の在り方について検討して欲しい。 
（３）保護者との連携については信頼関係を基礎とした丁寧な対応が重要であり、生徒や保護者

との面談においてしっかりと傾聴しながら内容の濃いものに深めて欲しい。 

 

５ 総合評価 
（１）特別支援教育推進委員会の活性化により、生徒の状況把握と情報共有とともに支援員・Ｓ

Ｃ・ＳＳＷとの連携が図られ、生徒への支援が充実した。 
（２）生徒会執行部の活発な活動および各行事等への主体的・積極的な関わりにより、学校の活

性化に大きく貢献するとともに生徒自身の主体性の涵養に繋がっている。 
（３）レポート提出に向けた自学自習や学習内容の質問に訪れる生徒が増加している。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
（１）新学習指導要領への対応と新たな教育課程の編成に関する調査・研究を行うとともに、レ

ポートの改訂、添削指導と評価の充実に継続的に取り組み、主体的・対話的で深い学びを
推進する。 

（２）自らの進路に対する意識の高揚を図り、早期の取組や学習会参加の呼びかけを推進し、進
路指導の充実を図り、進路目標の達成に繋げる。 

（３）生徒の検診項目の充実を図るとともに、検診受診率を向上させ、生徒の健康管理の推進を
図る。 

 


